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第４章  

 

第１節 障がい福祉サービス等及び障がい児支援の提供体制の確保 

    に係る目標 
 

本計画の基本理念、国の「障害福祉計画及び障害児福祉計画に係る基本指針」を踏まえ、

障がい福祉サービス等及び障がい児支援の提供体制の確保に係る成果目標を次のように設定

します。 

 

１ 福祉施設の入所者の地域生活への移行 

（１） 施設入所者のうち、地域生活に移行する者の数 

平成 31（2019）年度末時点の施設入所者数の９％以上が令和５（2023）年度末までに

地域生活へ移行することを目指します。（表４-51） 

 

表４-51 地域生活移行者数 

項目 数値 

平成 31（2019）年度末時点の施設入所者数 46 人 

【目標値】地域生活移行者数 ２人（9.6％） 

 

 

 

（２） 施設入所者の地域生活への移行に関する目標 

施設入所者数を平成 31（2019）年度末時点から令和５（2023）年度末までに９％以上

削減することを目指します。（表４-52） 

 

表４-52 施設入所者数削減見込み 

項目 数値 

平成 31（2019）年度末時点の施設入所者数 46 人 

令和５（2023）年度末時点の施設入所者数 44 人 

【目標値】施設入所者数削減見込み △２人（△9.6％） 
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２ 精神障がいに対応した地域包括ケアシステムの構築 

（１） 保健、医療、福祉関係者による協議の場 

令和５（2023）年度末までに、狛江市において、保健、医療、福祉関係者による協議の

場を設けることを目指します。医療関係者としては、病院、診療所、訪問看護ステーション

等において精神科医療に携わる関係者が参加することを目指します。（表４-53） 

 

表４-53 保健、医療、福祉関係者による協議の場 

項目 数値 

平成 31（2019）年度末における保健、医療、福祉関係者による協議の場 なし 

【目標値】令和５（2023）年度末における保健、医療、福祉関係者による協

議の場 
あり 

 

（２） １年以上入院している精神障がい者の地域生活へ移行する者の数 

国の基本方針では、精神病床における１年以上長期入院患者数（65 歳以上、65 歳未

満）、精神病床における早期退院率（入院後３箇月・６箇月・１年時点の退院率）の現象に関

する目標を都道府県が設定することになっています。 

地域生活への移行の実績（平成 31（2019）年度で２人）や自立生活援助サービスの創設

等による地域生活への移行の更なる推進を踏まえ、地域生活への移行に関する市の目標値を

東京都が算出した数値を参考に 21 人と設定しました。（表４-54、表４-55） 

 

表４-54 １年以上入院している精神障がい者の地域生活へ移行する者の数 

項目 数値 

平成 31（2019）年度末時点の１年以上入院している精神障がい者の地域

生活へ移行する者の数 
２人 

【目標値】令和５（2023）年度末時点の精神障がい者の地域生活への移行 21 人 

 

表４-55 １年以上入院している精神障がい者の地域生活へ移行する者の数の年度別見込量 

年度 令和３（2021） 令和４（2022） 令和５（2023） 

各年度の地域移行者数 ７人 ７人 ７人 

累計 ７人 14 人 21 人 

 

 

  

≪第3章 関連項目≫ 

・基本目標 3(2)①ｂ 

 （P222） 
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（３） 地域移行に伴う関係サービスの見込量 

地域生活への移行推進を図るため、（１）保健、医療、福祉関係者による協議の場を活用し

ながら、実態把握を進めるとともに、地域移行に必要な関係するサービスを確保していきま

す。（表４-56） 

 

表４-56 地域移行に伴う関係サービスの見込量32 

 
年度 

令和３ 

（2021） 

令和４ 

（2022） 

令和５ 

（2023） 

居宅介護 実利用者数（人/年） ６ ５ ５ 

自立訓練（生活訓練） 実利用者数（人/年） ２ ２ ２ 

グループホーム 実利用者数（人/年） １ ２ ２ 

就労継続支援Ｂ型 実利用者数（人/年） ３ ３ ３ 

地域定着支援 実利用者数（人/年） ６ ５ ５ 

自立生活援助 実利用者数（人/年） ４ ４ ４ 

 

３ 地域生活支援拠点等が有する機能の充実 

（１） 地域生活支援拠点等の設置箇所数 

令和５（2023）年度末までに、狛江市内に地域生活支援拠点を１箇所整備することを目

指します。（表４-57） 

 
 

表４-57 地域生活支援拠点等の設置箇所数 

項目 数値 

平成 31（2019）年度末時点の拠点数 ０箇所 

【目標値】令和５（2023）年度末時点の拠点数 １箇所 

  

 
32 平成 29（2017）年 10 月から令和２（2020）年 10 月までに、地域移行に伴う関係サービス（自立生活援助を

除く。）ごとに当該サービスを利用した方の利用実績から、地域生活へ移行した方の障がい福祉サービスごとの利用率

を算出し、各年度の移行者数に乗じて得た数値を年度ごとの関係サービスの見込量とした。また、自立生活援助は平

成 30（2018）年度からの新しいサービスであり、地域生活への移行者数をもとに見込量を算出した。 

≪第３章 関連項目≫ 

・基本目標１(1)①a 

 （P218） 
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４ 福祉施設から一般就労への移行等 

（１） 一般就労への移行者数 

令和５（2023）年度の一般就労への移行実績を平成 31（2019）年度の 133％とする

ことを目指します。（表４-58） 

 

表４-58 一般就労への移行者数 

項目 数値 

平成 31（2019）年度中の一般就労への移行者数 ３人 

【目標値】令和５（2023）年度中の一般就労への移行者数 ４人（133％） 

 

（２） 就労移行支援事業利用者数 

令和５（2023）年度末までに、就労移行支援事業の利用者を平成 31（2019）年度の

133％以上増加することを目指します。（表４-59） 

 

表４-59 就労移行支援事業利用者数 

項目 数値 

平成 31（2019）年度末の就労移行支援事業利用者数 12 人 

【目標値】令和５（2023）年度末の就労移行支援事業利用者数 16 人（133％） 

 

 

（３） 就労定着支援による支援開始１年後の職場定着率 

就労定着支援による支援開始１年後の職場定着率を各年度 70％とすることを目指します。

（表４-60） 

 

表４-60 就労定着支援による支援開始１年後の職場定着率 

項目 数値 

平成 31（2019）年度末現在の就労定着支援による支援開始１年後の職場

定着率 
該当者なし 

【目標値】 

各年度末現在の就労定着支援による支援開始１年後の職場定着率 
70％ 

 

 

 

 

 

  



第１節 障がい福祉サービス等及び障がい児支援の提供体制の確保に係る目標                               

- 232 - 

 

５ 相談支援体制の充実・強化等 

令和５（2023）年度末までに、総合的・専門的な相談支援の実施及び地域の相談体制の

充実を図ります。（表４-61） 

表４-61 相談支援体制の充実・強化等 

項目 数値 

平成 31（2019）年度末における総合的・専門的な相談支援の実施及び地

域の相談体制 
なし 

【目標】令和５（2023）年度末における総合的・専門的な相談支援の実施及

び地域の相談体制 
あり 

 

６ 障がい福祉サービス等の質を向上させるための取組みに係る体制の構築 

令和５（2023）年度末までに、障がい福祉サービス等の質を向上させるための取組みに

係る体制を構築します。（表４-62） 

 

表４-62 障がい福祉サービス等の質を向上させるための取組みに係る体制の構築  

 

７ 障がい児支援の提供体制の整備等 

（１） 児童発達支援センターの設置数 

令和５（2023）年度末までに、児童発達支援センターを狛江市内に１箇所以上確保（維

持）することを目指します。（表４-63） 

 

表４-63 児童発達支援センターの設置数 
項目 数値 

平成 31（2019）年度末時点の設置箇所数 ０箇所 

【目標値】令和５（2023）年度末時点の設置箇所数 １箇所 

 

 

 

  

項目 数値 

平成 31（2019）年度末における障がい福祉サービス等の質を向上させる

ための取組みに係る体制の構築 
なし 

【目標】令和５（2023）年度末における障がい福祉サービス等の質を向上さ

せるための取組みに係る体制の構築 
あり 
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（２） 保育所等訪問支援を提供している事業所数 

令和５（2023）年度末までに、狛江市において保育所等訪問支援を利用できる体制を構

築することを目指します。（表４-64） 

 

表４-64 保育所訪問支援を提供している事業所数 
項目 数値 

平成 31（2019）年度末における保育所訪問支援を提供している事業所数 ０箇所 

【目標値】令和５（2023）年度末時点の設置箇所数 １箇所 

 

（３） 重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事業所の数 

令和５（2023）年度末に、重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所及び放課後

等デイサービス事業所を狛江市内に１箇所以上確保（維持）することを目指します。（表４-

65） 

 

表４-65 重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所 

及び放課後等デイサービス事業所の数 

項目 数値 

平成 31（2019）年度末における重症心身障がい児を支援する児童発達支

援事業所及び放課後等デイサービス事業所の数 
１箇所 

【目標値】令和５（2023）年度末における重症心身障がい児を支援する児

童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事業所の数 
１箇所 

 

（４） 医療的ケア児の支援に関する保健、医療、障がい福祉、保育、教育等の関係機関が連携を

図るための協議の場 

令和５（2023）年度末までに、狛江市において、医療的ケア児の支援に関する保健、医

療、障がい福祉、保育、教育等の関係機関が連携を図るための協議の場を設けることを目指

します。（表４-66） 

  

表４-66 医療的ケア児の支援に関する保健、医療、障がい福祉、保育、教育等の 

関係機関が連携を図るための協議の場 

項目 数値 

平成 31（2019）年度末における保健、医療、障がい福祉、保育、教育等の

関係機関が連携を図るための協議の場 
なし 

【目標】令和５（2023）年度末における保健、医療、障がい福祉、保育、教

育等の関係機関が連携を図るための協議の場 
あり 

 

  
≪第3章 関連項目≫ 

・基本目標１(2)①a 

 （P219） 

・基本目標2(3)④a 

 （P223） 
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（５） 医療的ケア児の支援のためのコーディネーターの配置 

  令和５（2023）年度末までに、狛江市において、医療的ケア児の支援のためのコーディ

ネーターの配置を目指します。（表４-67） 

 

表４-67   医療的ケア児の支援のためのコーディネーターの配置 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 

項目 数値 

平成 31（2019）年度末における医療的ケア児の支援のためのコーディネ

ーターの配置 
１名 

【目標】令和５（2023）年度末における医療的ケア児の支援のためのコーデ

ィネーターの配置 
１名 

≪第3章 関連項目≫ 

・基本目標１(2)①a 

（P219） 

・基本目標2(3)④a 

（P223） 
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第２節 障がい福祉サービス等の見込量 
 

令和３（2021）年度から令和５（2023）年度までの計画期間中に必要となる障がい福祉サ

ービス等の見込量は以下のとおりです。本計画では、現在の利用実績等に関する分析や、障がい

者等のサービス利用に関する意向を勘案した上で、見込量を設定しています。 

１ 訪問系サービス 

訪問系サービスには、居宅介護・重度訪問介護・同行援護・行動援護・重度障害者等包括

支援の５つのサービスがあります。 

 

（１） 居宅介護 

ホームヘルパーによる身体介護や家事援助等を行います。第６期障がい福祉計画の計画値

は、利用ニーズ及び実績の推移を考慮して、利用者数を見込んでいます。（表４-68） 

 

表４-68 居宅介護の見込量 

 計画期間 実績（第５期） 計画値（第６期） 

年度 
平成 30

（2018） 

平成 31

（2019） 

令和２

（2020） 

令和３

（2021） 

令和４

（2022） 

令和５

（2023） 

居宅介護 

延利用量 

（時間/年） 
17,637 20,071 20,516 20,678 20,988 21,303 

平均利用量 

（時間/月） 
1,470 1,673 1,793 1,724 1,749 1,776 

実利用者数 

（人/年） 
150 159 163 164 166 169 

平均利用者数 

（人/月） 
124 130 132 134 136 138 

※令和２（2020）年度は見込値 
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（２） 重度訪問介護 

重度の肢体不自由者又は重度の行動障がいがあり、常時介護を必要とする人に身体介護及

び家事援助に加え、外出時の移動の支援、見守り、コミュニケーション支援等を行います。 

第６期障がい福祉計画の計画値は、第５期障がい福祉計画の実績を踏まえ、必要なサービ

ス量を見込んでいます。（表４-69） 

 

表４-69 重度訪問介護の見込量 

 計画期間 実績（第５期） 計画値（第６期） 

年度 
平成 30

（2018） 

平成 31

（2019） 

令和２

（2020） 

令和３

（2021） 

令和４

（2022） 

令和５

（2023） 

重度訪問介護 

延利用量 

（時間/年） 
26,851 26,207 32,721 34,908 36,060 37,140 

平均利用量 

（時間/月） 
2,238 2,184 2,727 2,909 3,005 3,095 

実利用者数 

（人/年） 
11 10 11 11 11 12 

平均利用者数 

（人/月） 
10 ９ 10 10 10 11 

※令和２（2020）年度は見込値 

 

（３） 同行援護 

視覚障がいにより、移動が著しく困難な障がい者（児）に対して、外出時の移動に必要な

情報の提供及び移動の援護を行います。 

第６期障がい福祉計画の計画値は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大状況により大き

く変化する可能性がありますが、本来望ましい利用量を目標として見込んでいます。（表４-

70） 

 

表４-70 同行援護の見込量 

 計画期間 実績（第５期） 計画値（第６期） 

年度 
平成 30

（2018） 

平成 31

（2019） 

令和２

（2020） 

令和３

（2021） 

令和４

（2022） 

令和５

（2023） 

同行援護 

延利用量 

（時間/年） 
3,571 4,021 3,435 4,954 5,499 6,104 

平均利用量 

（時間/月） 
298 335 286 413 458 509 

実利用者数 

（人/年） 
23 21 25 23 24 26 

平均利用者数 

（人/月） 
17 19 19 22 24 26 

※令和２（2020）年度は見込値 
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（４） 行動援護 

行動が著しく困難であり、常時介護を必要とする知的・精神障がい者（児）が外出する際

に必要な援助を行います。 

平成30（2018）年に初めてサービスの利用があり、利用が急増していますので、第６期

障がい福祉計画では過去の推移を考慮して、伸び率を高く設定しています。（表４-71） 

 

表４-71 行動援護の見込量 

 計画期間 実績（第５期） 計画値（第６期） 

年度 
平成 30

（2018） 

平成 31

（2019） 

令和２

（2020） 

令和３

（2021） 

令和４

（2022） 

令和５

（2023） 

行動援護 

延利用量 

（時間/年） 
146 483 600 844 1,008 1,104 

平均利用量 

（時間/月） 
12 40 50 70 84 92 

実利用者数 

（人/年） 
１ １ ３ ２ ３ ３ 

平均利用者数 

（人/月） 
０ １ ２ ２ ３ ３ 

※令和２（2020）年度は見込値 

 

（５） 重度障害者等包括支援 

介助の必要が特に高い人に対して、居宅介護等複数のサービスを包括的に行います。サー

ビス利用の条件に該当する人がいないことから、第6期障がい福祉計画の計画値を見込んでい

ません。ただし、計画期間中に利用したい要望があった場合は、できる限りそのニーズに対

応できる体制を整えていきます。（表４-72） 

 

表４-72 重度障害者等包括支援の見込量 

 計画期間 実績（第５期） 計画値（第６期） 

年度 
平成 30

（2018） 

平成 31

（2019） 

令和２

（2020） 

令和３

（2021） 

令和４

（2022） 

令和５

（2023） 

重度障害者等

包括支援 

延利用量 

（時間/年） 
０ ０ ０ ０ ０ ０ 

平均利用量 

（時間/月） 
０ ０ ０ ０ ０ ０ 

実利用者数 

（人/年） 
０ ０ ０ ０ ０ ０ 

平均利用者数 

（人/月） 
０ ０ ０ ０ ０ ０ 

※令和２（2020）年度は見込値 
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２ 日中活動系サービス 

日中活動系サービスには、生活介護・自立訓練（機能訓練）・自立訓練（生活訓練）・就労

移行支援・就労継続支援（Ａ型）・就労継続支援（Ｂ型）・就労定着支援・療養介護・短期入

所（福祉型）・短期入所（医療型）の10種類のサービスがあります。 

 

（１） 生活介護 

常時介護を必要とする人に対して、日中における入浴、排泄、食事の介護等を行うととも

に、創作的活動又は生産活動の機会を提供します。 

第６期障がい福祉計画の計画値は、第５期障がい福祉計画期間中、第４期障害福祉計画期

間と比較して平成30（2018）年度にやや利用が減少しましたが、多少の増加を見込んでい

ます。（表４-73） 

 

表４-73 生活介護の見込量 

 計画期間 実績（第５期） 計画値（第６期） 

年度 
平成 30

（2018） 

平成 31

（2019） 

令和２

（2020） 

令和３

（2021） 

令和４

（2022） 

令和５

（2023） 

生活介護 

延利用量 

（日/年） 
26,902 27,304 28,456 28,557 28,754 28,839 

平均利用量 

（日/月） 
2,242 2,275 2,371 2,379 2,396 2,403 

実利用者数 

（人/年） 
129 139 144 142 148 151 

平均利用者数 

（人/月） 
123 127 136 142 143 145 

※令和２（2020）年度は見込値 
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（２） 自立訓練（機能訓練） 

身体障がい者が地域生活を営むことができるように、支援計画に基づく身体的リハビリテ

ーションや日常生活に係る訓練等の支援を一定期間行います。 

第５期障がい福祉計画期間中、利用が大幅に減りましたが、第６期障がい福祉計画の計画

値は、平成31（2019）年度の実績をもとに多少の増加を見込んでいます。（表４-74） 

表４-74 自立訓練（機能訓練）の見込量 

 計画期間 実績（第５期） 計画値（第６期） 

年度 
平成 30

（2018） 

平成 31

（2019） 

令和２

（2020） 

令和３

（2021） 

令和４

（2022） 

令和５

（2023） 

自立訓練 

（機能訓練） 

延利用量 

（日/年） 
282 66 ０ 67 68 69 

平均利用量 

（日/月） 
24 ６ ０ ６ ６ ６ 

実利用者数 

（人/年） 
２ １ ０ １ １ １ 

平均利用者数 

（人/月） 
１ ０ ０ １ １ １ 

※令和２（2020）年度は見込値 

 

（３） 自立訓練（生活訓練） 

知的・精神障がい者が地域生活を営むことができるように、支援計画に基づく日常生活能

力の向上に必要な訓練等の支援を一定期間行います。 

第６期障がい福祉計画の計画値は、第５期障がい福祉計画期間中の実績をもとに、目標を

設定しました。（表４-75） 

 

表４-75 自立訓練（生活訓練）の見込量 

 計画期間 実績（第５期） 計画値（第６期） 

年度 
平成 30

（2018） 

平成 31

（2019） 

令和２

（2020） 

令和３

（2021） 

令和４

（2022） 

令和５

（2023） 

自立訓練 

（生活訓練） 

延利用量 

（日/年） 
3,318 2,557 1,898 2,093 2,302 2,532 

平均利用量 

（日/月） 
277 213 158 174 192 211 

実利用者数 

（人/年） 
36 34 24 35 35 35 

平均利用者数 

（人/月） 
26 22 14 22 23 23 

※令和２（2020）年度は見込値 
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（４） 就労移行支援 

一般企業等への就労を希望する人に、一定期間就労に必要な知識及び能力向上のための必

要な訓練を行います。 

第５期障がい福祉計画期間中、利用の減少が見られましたが、第６期障がい福祉計画の計

画値は、平成31（2019）年度の実績をもとに目標を設定しました。（表４-76） 

 

表４-76 就労移行支援の見込量 

 計画期間 実績（第５期） 計画値（第６期） 

年度 
平成 30

（2018） 

平成 31

（2019） 

令和２

（2020） 

令和３

（2021） 

令和４

（2022） 

令和５

（2023） 

就労移行支援 

延利用量 

（日/年） 
3,377 2,617 2,420 2,598 2,677 2,718 

平均利用量 

（日/月） 
281 218 202 217 223 227 

実利用者数 

（人/年） 
36 25 23 26 26 26 

平均利用者数 

（人/月） 
19 13 13 14 14 15 

※令和２（2020）年度は見込値 

 

（５） 就労継続支援（Ａ型） 

一般企業での就労が困難な人に雇用契約に基づく就労の機会を提供するとともに、一般就

労に必要な知識や能力の向上を図る等の支援を行います。 

第５期障がい福祉計画期間中、利用の減少が見られましたが、第６期障がい福祉計画の計

画値は、平成31（2019）年度の実績をもとに目標を設定しました。（表４-77） 

 

表４-77 就労継続支援（Ａ型）の見込量 

 計画期間 実績（第５期） 計画値（第６期） 

年度 
平成 30

（2018） 

平成 31

（2019） 

令和２

（2020） 

令和３

（2021） 

令和４

（2022） 

令和５

（2023） 

就労継続支援 

（Ａ型） 

延利用量 

（日/年） 
2,606 2,317 2,223 2,355 2,499 2,634 

平均利用量 

（日/月） 
217 193 185 196 208 220 

実利用者数 

（人/年） 
15 12 12 12 12 13 

平均利用者数 

（人/月） 
12 10 10 10 10 10 

※令和２（2020）年度は見込値 
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（６） 就労継続支援（Ｂ型） 

一般企業等での就労が困難な人に、働く場を提供するとともに、知識及び能力の向上のた

めに必要な訓練を行います。 

第５期障がい福祉計画の増加を踏まえて、第６期障がい福祉計画の計画値を設定していま

す。（表４-78） 

 

表４-78 就労継続支援（Ｂ型）の見込量 

 計画期間 実績（第５期） 計画値（第６期） 

年度 
平成 30

（2018） 

平成 31

（2019） 

令和２

（2020） 

令和３

（2021） 

令和４

（2022） 

令和５

（2023） 

就労継続支援 

（Ｂ型） 

延利用量 

（日/年） 
22,962 23,592 23,487 23,468 23,660 23,823 

平均利用量 

（日/月） 
1,914 1,966 1,957 1,956 1,972 1,985 

実利用者数 

（人/年） 
163 169 163 183 190 198 

平均利用者数 

（人/月） 
139 149 147 164 171 176 

※令和２（2020）年度は見込値 

 

（７） 就労定着支援 

就労支援等のサービスを受けていた障がい者等に、就労定着に向けた支援（企業・家族と

の連絡調整や生活支援等）を行います。 

平成30（2018）年度からの新しいサービスであり、第６期障がい福祉計画の計画値は、

平成31（2019）年度の実績を参考に増加を見込んでいます。（表４-79） 

 

表４-79 就労定着支援の見込量 

 計画期間 実績（第５期） 計画値（第６期） 

年度 
平成 30

（2018） 

平成 31

（2019） 

令和２

（2020） 

令和３

（2021） 

令和４

（2022） 

令和５

（2023） 

就労定着支援 

延利用量 

（日/年） 
75 2,778 2,472 3,063 3,216 3,377 

平均利用量 

（日/月） 
６ 232 206 255 268 281 

実利用者数 

（人/年） 
５ 12 11 13 14 15 

平均利用者数 

（人/月） 
１ ９ ７ 10 10 11 

※令和２（2020）年度は見込値 
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（８） 療養介護 

医療と常時介護を必要とする人に、医療機関において機能訓練、療養上の管理、看護、介

護や日常生活上の援助等を行います。 

第６期障がい福祉計画の計画値は、現在の利用者分に若干の増加を見込んでいます。（表４

-80） 

 

表４-80 療養介護の見込量 

 計画期間 実績（第５期） 計画値（第６期） 

年度 
平成 30

（2018） 

平成 31

（2019） 

令和２

（2020） 

令和３

（2021） 

令和４

（2022） 

令和５

（2023） 

療養介護 

実利用者数 

（人/年） 
８ ８ ８ ８ ９ 10 

平均利用者数 

（人/月） 
８ ８ ８ ８ ９ 10 

※令和２（2020）年度は見込値 

 

（９） 短期入所（福祉型） 

介護者の疾病等のため一時的に介護ができない場合に、福祉施設での宿泊を伴った預かり

を行います。 

第６期障がい福祉計画の計画値は、第５期障がい福祉計画の実績の伸びを見込んでいま

す。（表４-81） 

 

表４-81 短期入所（福祉型）の見込量 

 計画期間 実績（第５期） 計画値（第６期） 

年度 
平成 30

（2018） 

平成 31

（2019） 

令和２

（2020） 

令和３

（2021） 

令和４

（2022） 

令和５

（2023） 

短期入所 

（福祉型） 

延利用量 

（日/年） 
2,566 2,813 2,292 2,870 2,898 2,927 

平均利用量 

（日/月） 
214 234 191 239 241 244 

実利用者数 

（人/年） 
64 74 62 75 76 77 

平均利用者数 

（人/月） 
48 51 42 52 53 53 

※令和２（2020）年度は見込値 
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（10） 短期入所（医療型） 

介護者の疾病等により一時的に介護ができない場合に、病院での宿泊を伴った預かりを行

います。第６期障がい福祉計画の計画値は、市外に所在する事業所等と連携を図りながら、

サービス提供を行うために必要なサービス量を見込んでいます。（表４-82） 

 

表４-82 短期入所（医療型）の見込量 

 計画期間 実績（第５期） 計画値（第６期） 

年度 
平成 30

（2018） 

平成 31

（2019） 

令和２

（2020） 

令和３

（2021） 

令和４

（2022） 

令和５

（2023） 

短期入所 

（医療型） 

延利用量 

（日/年） 
33 48 ０ 49 49 50 

平均利用量 

（日/月） 
３ ４ ０ ４ ４ ４ 

実利用者数 

（人/年） 
６ ５ ０ ５ ５ ５ 

平均利用者数 

（人/月） 
１ １ ０ １ １ １ 

※令和２（2020）年度は見込値 

 

３ 居住系サービス 

居住系サービスには、自立生活援助・共同生活援助（グループホーム）・施設入所支援の３

つのサービスがあります。 
 

（１） 自立生活援助 

障がい者支援施設、グループホーム等から一人暮らしへの移行を希望する方について、本

人の意思を尊重した地域生活を支援するため、一定の期間にわたり、定期的な巡回訪問や随

時の対応により、相談、助言等を行います。 

平成30（2018）年度からの新しいサービスであり、第６期障がい福祉計画の計画値は、

地域移行支援の対象者及び通過型グループホーム33の退去者のニーズを考慮して、利用者数を

見込んでいます。（表４-83） 

表４-83 自立生活援助の見込量 

 計画期間 実績（第５期） 計画値（第６期） 

年度 
平成 30

（2018） 

平成 31

（2019） 

令和２

（2020） 

令和３

（2021） 

令和４

（2022） 

令和５

（2023） 

自立生活援助 

実利用者数 

（人/年） 
０ ２ ３ ４ ４ ４ 

平均利用者数 

（人/月） 
０ １ １ ２ ２ ３ 

※令和２（2020）年度は見込値 

 
33 東京都福祉保健局長の指定を受け、入居者に概ね３年間で単身生活へ移行できるよう必要な支援を行うグループホー 

ムをいう。 
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（２） 共同生活援助（グループホーム） 

夜間又は休日に共同生活を営む住居で、相談、入浴、排泄、食事の介護その他の日常生活

上の援助を行います。 

第６期障がい福祉計画の計画値は、民間事業者での整備の増加を見込んでいます。（表４-

84） 
 

表４-84 共同生活援助（グループホーム）の見込量 

 計画期間 実績（第５期） 計画値（第６期） 

年度 
平成 30

（2018） 

平成 31

（2019） 

令和２

（2020） 

令和３

（2021） 

令和４

（2022） 

令和５

（2023） 

共同生活援助 

（グループホーム） 

実利用者数 

（人/年） 
68 68 69 79 86 93 

平均利用者数 

（人/月） 
58 60 60 70 76 82 

※令和２（2020）年度は見込値 

 

（３） 施設入所支援 

夜間に介護が必要な人及び自立訓練又は就労移行支援を利用していながら、通所が困難な

人に対して、居住の場を提供するとともに、安心した日常生活が営めるよう支援を行いま

す。 

第１節１（２）の施設入所者の地域生活への移行に関する目標（P228）を踏まえて、利

用者が減少すると見込んでいます。（表４-85） 

 

表４-85 施設入所支援の見込量 

 計画期間 実績（第５期） 計画値（第６期） 

年度 
平成 30

（2018） 

平成 31

（2019） 

令和２

（2020） 

令和３

（2021） 

令和４

（2022） 

令和５

（2023） 

施設入所支援 

実利用者数 

（人/年） 
48 48 46 44 44 44 

平均利用者数 

（人/月） 
46 45 44 44 44 44 

※令和２（2020）年度は見込値 
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４ 相談支援 

相談支援には、計画相談支援・地域移行支援・地域定着支援の３つのサービスがありま

す。 

 

（１） 計画相談支援 

障がい福祉サービスを利用する全ての人を対象に、サービス等利用計画を作成するととも

に、一定の期間ごとにサービス等の利用状況のモニタリングを行います。 

第６期障がい福祉計画の計画値は、利用者数の増加を見込んでいます。（表４-86） 

 

表４-86 計画相談支援の見込量 

 計画期間 実績（第５期） 計画値（第６期） 

年度 
平成 30

（2018） 

平成 31

（2019） 

令和２

（2020） 

令和３

（2021） 

令和４

（2022） 

令和５

（2023） 

計画相談支援 

実利用者数 

（人/年） 
416 438 433 530 583 641 

平均利用者数 

（人/月） 
97 106 114 128 139 151 

※令和２（2020）年度は見込値 

 

（２） 地域移行支援 

障がい者支援施設等に入所している人又は入院している精神障がいのある人に対して、地

域生活に移行するための相談、住居の確保、サービス事業所への同行支援等を行います。 

第６期障がい福祉計画の計画値は、第１節１（１）施設入所者のうち、地域生活に移行す

る者の数（P228）及び第１節２（２）１年以上入院している精神障がい者の地域生活へ移

行する者の数（P229）を踏まえた地域移行を推進するため、利用者が増加すると見込んで

います。（表４-87） 

 

表４-87 地域移行支援の見込量 

 計画期間 実績（第５期） 計画値（第６期） 

年度 
平成 30

（2018） 

平成 31

（2019） 

令和２

（2020） 

令和３

（2021） 

令和４

（2022） 

令和５

（2023） 

地域移行支援 

実利用者数 

（人/年） 
５ ９ ６ 10 10 11 

平均利用者数 

（人/月） 
３ ３ １ ３ ３ ３ 

※令和２（2020）年度は見込値 

  
≪第3章 関連項目≫ 

・基本目標2(2)①ｂ 

 （P222） 
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（３） 地域定着支援 

施設や病院から地域生活へ移行した人や家族との同居から一人暮らしに移行した障がいの

ある人等の、障がいの特性から生じる緊急の事態等に対して、常時相談及び対応を行いま

す。 

第６期障がい福祉計画の計画値は、成果目標に沿って地域移行を推進するため、利用者が

増加すると見込んでいます。（表４-88） 

 

表４-88 地域定着支援の見込量 

 計画期間 実績（第５期） 計画値（第６期） 

年度 
平成 30

（2018） 

平成 31

（2019） 

令和２

（2020） 

令和３

（2021） 

令和４

（2022） 

令和５

（2023） 

地域定着支援 

実利用者数 

（人/年） 
28 24 23 25 28 31 

平均利用者数 

（人/月） 
24 21 20 25 25 25 

※令和２（2020）年度は見込値 

 

５ 発達障がい者に対する支援 

発達障がい者に対する支援として、ペアレントトレーニングやペアレントプログラム等の

支援プログラム等を行います。（表４-89） 

表４-89 発達障がい者に対する支援の見込量 

 
年度 

令和３ 

（2021） 

令和４ 

（2022） 

令和５ 

（2023） 

ペアレントトレーニングやペア

レントプログラム等の支援プロ

グラム等の受講者※１ 

実利用者数（人/年） 80 80 80 

ペアレントメンターの人数※２ 実利用者数（人/年） ０ 20 20 

ピアサポートの活動への参加

人数※３ 
実利用者数（人/年） ０ ３ ３ 

※１ 子ども発達支援課が実施する発達支援サポーター養成講座（初級）及び児童発達支援センターが実施する地域支 

援事業事業者の見込値をいう。 

※２ 子ども発達支援課が実施する発達サポーター養成講座（中級）の修了者の見込値をいう。 

※３ 子ども発達支援課が実施する発達サポーター養成講座（中級）の修了者のうち、ピアサポート活動の参加者見込 

値をいう。 

  

≪第3章 関連項目≫ 

・基本目標2(2)①ｂ 

 （P222） 
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６ 精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築 

精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築のため、保健、医療及び福祉関係者に

よる協議の場の開催、精神障がい者の地域移行支援、地域定着支援、共同生活援助及び自立生活

援助を見込んでいます。（表４-90） 

 

表４-90 精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築の見込量 

 年度 
令和３ 

（2021） 

令和４ 

（2022） 

令和５ 

（2023） 

保健、医療及び福祉関係者に

よる協議の場の開催回数 
実利用者数（回/年） １ １ １ 

保健、医療及び福祉関係者に

よる協議の場への関係者の参

加者数 

実利用者数（人/年） 10 10 10 

保健、医療及び福祉関係者に

よる協議の場における目標設

定及び評価の実施回数 

実利用者数（回/年） １ １ １ 

精神障がい者の地域移行支援 実利用者数（人/年） ３ ３ ３ 

精神障がい者の地域定着支援 実利用者数（人/年） 25 28 31 

精神障がい者の共同生活援助 実利用者数（人/年） 20 24 28 

精神障がい者の自立生活援助 実利用者数（人/年） ２ ２ ２ 

 

７ 障がい福祉サービスの質を向上させるための取組み 

  障がい福祉サービスの質を向上させるための取組みとして、障がい福祉サービス等に係る各

種研修の活用や障害者自立支援審査支払等システムによる審査結果の共有を行います。（表４-

91） 

 

表４-91 地域定着支援の見込量 

 
年度 

令和３ 

（2021） 

令和４ 

（2022） 

令和５ 

（2023） 

障がい福祉サービス等に係

る各種研修の活用 
実利用者数（人/年） ５ ５ ５ 

障害者自立支援審査支払

等システムによる審査結果

の共有 

実利用者数（回/年） ０ １ １ 

  

≪第3章 関連項目≫ 

・基本目標 2(2)①ｂ 

 （P222） 
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第３節 地域生活支援事業の見込量 
 

 地域生活支援事業は、障害者総合支援法に基づき、地域の特性や利用者の状況に応じて、柔軟

に事業の詳細を決めることができる事業です。全ての市町村が原則実施するとされている「必須

事業」と、市町村が独自に定めて実施する「任意事業」があります。現在の利用実績等に関する

分析を勘案した上で、見込量を設定しています。 

１ 必須事業 

（１） 理解促進研修・啓発事業 

障がいのある人もない人も参加でき、障がい者と一緒に触れ合うことができるイベントを

障がい者週間等に開催し、市民の障がいに対する理解を深め、障がい者の社会参加の場を提

供します。（表４-92） 

 

表４-92 理解促進研修・啓発事業の見込量 

 

計画期間 実績（第５期） 計画値（第６期） 

年度 
平成 30

（2018） 

平成 31

（2019） 

令和２

（2020） 

令和３

（2021） 

令和４

（2022） 

令和５

（2023） 

理解促進研修・ 

啓発事業 
実施状況 実施 実施 実施 実施 実施 実施 

※令和２（2020）年度は見込値 

 

（２） 自発的活動支援事業 

障がい者が自立生活をする上で必要となる、心構えや生活技術（ヘルパーとの対人関係の

作り方、住宅の探し方、生活管理、金銭管理等）、社会資源の使い方等について、実際に自立

生活を送っている障がい者から学ぶ自立生活プログラムを実施します。 

また、対人関係学習会、障がい者料理教室、障がい者社会復帰ミーティング等社会生活を

行う上で必要な、対人関係及び生活技術の向上を目的とした自立生活向上プログラムを、障

がい当事者、家族及び支援者を対象に実施します。（表４-93） 

 

表４-93 自発的活動支援事業の見込量 

 

計画期間 実績（第５期） 計画値（第６期） 

年度 
平成 30

（2018） 

平成 31

（2019） 

令和２

（2020） 

令和３

（2021） 

令和４

（2022） 

令和５

（2023） 

自発的活動 

支援事業 
実施状況 実施 実施 実施 実施 実施 実施 

※令和２（2020）年度は見込値 
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（３） 相談支援事業 

精神障がい当事者、家族、支援者等からの相談に応じて、必要な情報の提供及び権利擁護

のための援助を行い、自立した生活ができるよう支援します。 

第６期障がい福祉計画も「地域生活支援センターリヒト」で相談支援事業を実施します。

（表４-94） 

 

表４-94 相談支援事業の見込量 

 

計画期間 実績（第５期） 計画値（第６期） 

年度 
平成 30

（2018） 

平成 31

（2019） 

令和２

（2020） 

令和３

（2021） 

令和４

（2022） 

令和５

（2023） 

相談支援事業 
実施箇所数 

（箇所） 
１ １ １ １ １ １ 

※令和２（2020）年度は見込値 

 

（４） 成年後見制度利用支援事業 

助成を受けなければ成年後見制度の利用が困難である方に対して、後見等開始審判に係る

申立費用及び成年後見人等の報酬の一部を助成します。 

第６期障がい福祉計画の計画値は、障がい者及びその介助者が高齢化しているため、制度

の周知を図ることで利用者が増加すると見込んでいます。（表４-95） 

 

表４-95 成年後見制度利用支援事業の見込量 

 

計画期間 実績（第５期） 計画値（第６期） 

年度 
平成 30

（2018） 

平成 31

（2019） 

令和２

（2020） 

令和３

（2021） 

令和４

（2022） 

令和５

（2023） 

成年後見制度 

利用支援事業 

実利用者数 

（人） 
２ ３ ４ ６ ７ ８ 

※令和２（2020）年度は見込値 

 

（５） 成年後見制度法人後見支援事業 

市民後見人の活用を含めた法人後見の業務を適正に行うために、必要な知識等が修得でき

る内容の研修等を行う成年後見制度法人後見支援事業を毎年度実施します。（表４-96） 

 

表４-96 成年後見制度法人後見支援事業の見込量 

 

計画期間 実績（第５期） 計画値（第６期） 

年度 
平成 30

（2018） 

平成 31

（2019） 

令和２

（2020） 

令和３

（2021） 

令和４

（2022） 

令和５

（2023） 

成年後見制度法人 

後見支援事業 
実施状況 実施 実施 実施 実施 実施 実施 

※令和２（2020）年度は見込値 
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（６） 意思疎通支援事業 

聴覚、言語機能又は音声機能に障がいのある人に対して、手話通訳者、要約筆記者等を派

遣し、聴覚障がい者等の社会活動への参加又は自立を支援します。ニーズの増加に対応する

ため、第６期障がい福祉計画の計画値は増加を見込んでいます。 

また、聴覚障がい者等との交流活動の促進、市の広報活動等日常会話程度の手話表現技術

等を習得する手話通訳者や要約筆記者の養成研修を行います。手話通訳者については、初

級・中級・上級・養成の４コースで研修を行います。（表４-97） 

 

表４-97 意思疎通支援事業の見込量 

 

計画期間 実績（第５期） 計画値（第６期） 

年度 
平成 30

（2018） 

平成 31

（2019） 

令和２

（2020） 

令和３

（2021） 

令和４

（2022） 

令和５

（2023） 

手話通訳者・ 

要約筆記者 

派遣事業 

派遣回数 

（回） 
496 563 443 580 620 640 

手話通

訳者設

置事業 

手話 
設置人数 

（人） 
31 28 28 28 29 30 

要約 

筆記 

設置人数 

（人） 
23 31 31 31 32 33 

※令和２（2020）年度は見込値 

 

（７） 日常生活用具給付等事業 

第６期障がい福祉計画の計画値は、排泄
せつ

管理支援用具を除き、毎年必ず申請があるもので 

はないため、第５期障がい福祉計画をもとに多少の増加を見込んでいます。なお、排泄
せつ

管理 

支援用具についても、過去の実績より増え続けてはいないため、第４期障害福祉計画の実績 

の平均値を計画値としています。（表４-98）（表４-99） 

 

表４-98 日常生活用具の種類 

日常生活用具介護・訓練

支援用具 

特殊寝台や特殊マット等障がいのある人の身体介護を支援する用具、また訓

練に用いるいす等のことです。 

自立生活支援用具 
入浴補助用具や聴覚障がい者用屋内信号装置等障がいのある人の入浴、食

事、移動等の自立生活を支援する用具のことです。 

在宅療養等支援用具 
電気式たん吸引器や視覚障がい者用体温計等障がいのある人の在宅療養等

を支援する用具のことです。 

情報・意思疎通支援用具 
点字器や人工咽頭等障がいのある人の情報収集、情報伝達、意思疎通等を支

援する用具のことです。 

排泄
せつ

管理支援用具 ストマ用装具等障がいのある人の排泄管理を支援する衛生用品のことです。 

居宅生活動作補助用具

（住宅改修費） 

障がいのある人の居宅生活動作等を円滑にする用具で、設置に小規模な住宅

改修を伴うもののことです。 
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表４-99 日常生活用具給付等事業の見込量 

 

計画期間 実績（第５期） 計画値（第６期） 

年度 
平成 30

（2018） 

平成 31

（2019） 

令和２

（2020） 

令和３

（2021） 

令和４

（2022） 

令和５

（2023） 

日常生活用具

介護・訓練支援

用具 

延給付件数 

（件） 
２ ４ ５ ４ ４ ４ 

自立生活支援 

用具 

延給付件数 

（件） 
８ ９ ８ 12 14 16 

在宅療養等支援

用具 

延給付件数 

（件） 
16 ６ ７ ７ ７ ８ 

情報・意思疎通 

支援用具 

延給付件数 

（件） 
26 27 12 46 59 77 

排泄
せつ

管理支援 

用具 

延給付件数 

（件） 
788 851 797 912 912 912 

居宅生活動作 

補助用具 

（住宅改修費） 

延給付件数 

（件） 
２ ４ ２ ６ ８ 10 

※令和２（2020）年度は見込値 

 

（８） 手話奉仕員養成研修事業 

聴覚障がいのある人との交流活動の促進、市の広報活動等の支援者として期待される手話

奉仕員（日常会話程度の手話表現技術を取得した者をいいます。）の養成研修を行います。 

第６期障がい福祉計画の計画値は、平成31（2019）年度の実績をもとに、年間９人の養

成研修修了者を見込んでいます。（表４-100） 

 

表４-100 手話奉仕員養成研修事業の見込量 

 

計画期間 実績（第５期） 計画値（第６期） 

年度 
平成 30

（2018） 

平成 31

（2019） 

令和２

（2020） 

令和３

（2021） 

令和４

（2022） 

令和５

（2023） 

手話奉仕員 

養成研修事業 

養成研修 

修了者数 

(人) 

９ ９ ０ ９ ９ ９ 

※令和２（2020）年度は見込値 
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（９） 移動支援事業 

屋外の移動が困難な障がいのある人等の社会参加を促進するため、外出のための支援を行

います。 

移動支援事業は、平成27（2015）年度まで利用量等に大幅な増加がありましたが、平成

28（2016）年度はやや減少しています。そのため、第６期障がい福祉計画の計画値は、若

干の増加を見込んでいます。なお、新型コロナウイルス感染症の感染拡大状況により、需要

が大きく変化することも予測されます。（表４-101） 

 

表４-101 移動支援事業の見込量 

 

計画期間 実績（第５期） 計画値（第６期） 

年度 
平成 30

（2018） 

平成 31

（2019） 

令和２

（2020） 

令和３

（2021） 

令和４

（2022） 

令和５

（2023） 

移動支援事業 

延利用量 

（時間/年） 
10,724 9,820 7,706 10,017 10,118 10,219 

平均利用量 

（時間/月） 
894 818 642 834 843 851 

実利用者数 

（人/年） 
112 112 92 114 115 117 

平均利用者数 

（人/月） 
87 85 69 87 88 88 

※令和２（2020）年度は見込値 

 

（10） 地域活動支援センター事業 

通所による創作的活動や生産活動の機会の提供、社会との交流等に関する事業を実施し、

障がいのある人等の地域生活を支援します。 

第６期障がい福祉計画の計画値について、実施箇所数に変更はありません。実利用者数は

２箇所の施設の定員の合計である105人としています。（表４-102） 

 

表４-102 地域活動支援センター事業の見込量 

 

計画期間 実績（第５期） 計画値（第６期） 

年度 
平成 30

（2018） 

平成 31

（2019） 

令和２

（2020） 

令和３

（2021） 

令和４

（2022） 

令和５

（2023） 

地域活動支援 

センター事業 

実施箇所数 

（箇所） 
２ ２ ２ ２ ２ ２ 

実利用者数 

（人/年） 
105 95 105 105 105 105 

※令和２（2020）年度は見込値 
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２ 任意事業 

市町村選択事業として、以下の事業を継続的に実施します。（表４-103）（表４-104） 

 

表４-103 任意事業の種類 

更生訓練費給付事業 就労支援事業又は自立訓練事業を利用している人及び身体障害者更生援護

施設に入所している人に社会復帰を促進するため、一定の要件を満たす場合

に更生訓練費を支給します。 

日中一時支援事業 日中において監護する者がいないため、一時的に見守り等の支援が必要な障

がい者等の、日中における活動の場を確保し、障がい者等の家族の就労支援

及び障がい者等を日常的に介護している家族の一時的な休息を図ります。 

訪問入浴サービス事業 地域における重度障がいのある人の生活を支援するため、入浴サービスを提

供し、重度障がいのある人の身体の清潔の保持、心身機能の維持等を図りま

す。 

自動車運転教習料 

助成事業 

障がいのある人の就労、行動範囲の拡大等により、生活の向上を図るため、自

動車の運転免許を取得するために要した費用の一部を助成します。 

自動車改造助成事業 就労等に伴い自動車を取得し、その自動車を改造する必要がある場合、その

改造費の一部を助成します。 

スポーツ・レクリエーション

教室開催等 

（あいとぴあプール） 

障がい者（児）の体力増強や交流、日中活動の場の提供を目的に、あいとぴあ

プールで水泳教室等を開催します。 

奉仕員養成研修 

（要約筆記） 

意思疎通支援事業（通訳者派遣事業等）を円滑に実施するため、要約筆記奉

仕員の養成を目的とした講習会を開催します。また、養成講習会修了後の奉仕

員の技術の向上を目的とした研修会も開催します。 

障害者虐待防止対策 

支援（保護室確保） 

養護者による虐待を受けた障がい者を一時的に保護するために必要な居室を

障がい者支援施設との委託契約により確保します。 
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表４-104 任意事業の見込量 

 

計画期間 実績（第５期） 計画値（第６期） 

年度 
平成 30

（2018） 

平成 31

（2019） 

令和２

（2020） 

令和３

（2021） 

令和４

（2022） 

令和５

（2023） 

更生訓練費給付

事業 

実利用者数 

（人/年） 
０ １ １ １ １ １ 

日中一時支援 

事業 

実利用者数 

（人/年） 
31 32 32 33 33 33 

訪問入浴 

サービス事業 

実利用者数 

（人/年） 
４ ４ ４ ７ ９ 11 

自動車運転 

教習料助成事業 
実利用者数 

（人/年） 
１ ２ １ ２ ２ ２ 

自動車改造助成

事業 

実利用者数 

（人/年） 
２ １ ２ １ １ １ 

スポーツ・レクリエ

ーション教室開催

等（あいとぴあプー

ル） 

登録者数 

（人） 
553 690 487 835 918 1,010 

奉仕員養成研修

（要約筆記） 

実施回数 

（回/年） 
18 18 ０ 18 19 19 

障害者虐待防止

対策支援 

（保護室確保） 

確保数 

（室） 
１ １ １ １ １ １ 

※令和２（2020）年度は見込値 
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第４節 障がい児福祉サービス等の見込量 
 

児童福祉法に基づく障がい児を対象とするサービスに関する事業について、現在の利用実績等

に関する分析、障がい児及びその家族の支援の利用に関する意向等を勘案した上で、見込量を設

定しています。 

１ 障がい児通所支援等 

障がい児通所支援等には、児童発達支援・放課後等デイサービス・保育所等訪問支援・医

療型児童発達支援・居宅訪問型児童発達支援の５つのサービスがあります。 

 

（１） 児童発達支援 

日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、集団生活への適応訓練、その他

必要な支援を行います。 

第６期障がい福祉計画の計画値は、第５期障がい福祉計画の実績の伸びが継続すると見込

んでいます。（表４-105） 

 

表４-105 児童発達支援の見込量 

 計画期間 実績（第５期） 計画値（第６期） 

年度 
平成 30

（2018） 

平成 31

（2019） 

令和２

（2020） 

令和３

（2021） 

令和４

（2022） 

令和５

（2023） 

児童発達支援 

延利用量 

（日/年） 
7,064 9,086 9,281 11,602 13,110 14,814 

平均利用量 

（日/月） 
589 757 773 967 1,092 1,234 

実利用者数 

（人/年） 
159 165 164 185 197 208 

平均利用者数 

（人/月） 
109 114 112 135 148 161 

※令和２（2020）年度は見込値 
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（２） 放課後等デイサービス 

授業の終了後又は学校休業日に施設に通い、生活能力向上のために必要な訓練、社会との

交流の促進その他必要な支援を行います。 

第６期障がい福祉計画の計画値は、第５期障がい福祉計画の実績の伸びが継続すると見込

んでいます。（表４-106） 

 

表４-106 放課後等デイサービスの見込量 

 計画期間 実績（第５期） 計画値（第６期） 

年度 
平成 30

（2018） 

平成 31

（2019） 

令和２

（2020） 

令和３

（2021） 

令和４

（2022） 

令和５

（2023） 

放課後等 

デイサービス 

延利用量 

（日/年） 
12,255 12,692 14,489 15,079 16,437 17,916 

平均利用量 

（日/月） 
1,021 1,058 1,207 1,257 1,370 1,493 

実利用者数 

（人/年） 
119 134 156 162 204 234 

平均利用者数 

（人/月） 
101 113 124 149 172 198 

※令和２（2020）年度は見込値 

 

（３） 保育所等訪問支援 

保育所等を訪問し、障がい児に対して障がい児以外の児童との集団生活への適応のため

に、専門的な支援その他必要な支援を行います。 

第６期障がい福祉計画の計画値は、令和２（2020）年度に児童発達支援センターが開設

したため、利用者の増加を見込んでいます。（表４-107） 

 

表４-107 保育所等訪問支援の見込量 

 計画期間 実績（第５期） 計画値（第６期） 

年度 
平成 30

（2018） 

平成 31

（2019） 

令和２

（2020） 

令和３

（2021） 

令和４

（2022） 

令和５

（2023） 

保育所等 

訪問支援 

延利用量 

（日/年） 
０ ０ 19 48 48 48 

平均利用量 

（日/月） 
０ ０ ２ ４ ４ ４ 

実利用者数 

（人/年） 
０ ０ ４ ４ ４ ４ 

平均利用者数 

（人/月） 
０ ０ １ ４ ４ ４ 

※令和２（2020）年度は見込値 
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（４） 医療型児童発達支援 

児童発達支援及び治療を行います。第６期障がい福祉計画の計画値は、実利用者２人を見

込んでいます。（表４-108） 

 

表４-108 医療型児童発達支援の見込量 

 計画期間 実績（第５期） 計画値（第６期） 

年度 
平成 30

（2018） 

平成 31

（2019） 

令和２

（2020） 

令和３

（2021） 

令和４

（2022） 

令和５

（2023） 

医療型児童 

発達支援 

延利用量 

（日/年） 
０ ０ ０ 24 24 24 

平均利用量 

（日/月） 
０ ０ ０ ２ ２ ２ 

実利用者数 

（人/年） 
０ ０ ０ ２ ２  ２ 

平均利用者数 

（人/月） 
０ ０ ０ ２ ２ ２ 

※令和２（2020）年度は見込値 

 

 

（５） 居宅訪問型児童発達支援 

重度の障がい等により、外出が著しく困難な障がい児に対して、居宅を訪問し発達支援を

提供します。 

平成30（2018）年度からの新しいサービスであり、第６期障がい福祉計画の計画値は、

実利用者１人を見込んでいます。（表４-109） 

 

表４-109 居宅訪問型児童発達支援の見込量 

 計画期間 実績（第５期） 計画値（第６期） 

年度 
平成 30

（2018） 

平成 31

（2019） 

令和２

（2020） 

令和３

（2021） 

令和４

（2022） 

令和５

（2023） 

居宅訪問型 

児童発達支援 

延利用量 

（日/年） 
０ ０ ０ 12 12 12 

平均利用量 

（日/月） 
０ ０ ０ １ １ １ 

実利用者数 

（人/年） 
０ ０ ０ １ １ １ 

平均利用者数 

（人/月） 
０ ０ ０ １ １ １ 

※令和２（2020）年度は見込値 
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２ 障がい児入所支援 

障がい児入所支援には、福祉型児童入所支援と医療型児童入所支援の２つのサービスがありま

す。 

 

（１） 福祉型児童入所支援 

児童入所施設に入所等をする障がい児に対して、保護、日常生活の指導及び独立自活に必

要な知識技能の付与を行います。 

第６期障がい福祉計画の計画値は、平成31（2019）年度の実績のまま継続すると見込ん

でいます。（表４-110） 

 

 

表４-110 福祉型児童入所支援の見込量 

 計画期間 実績（第５期） 計画値（第６期） 

年度 
平成 30

（2018） 

平成 31

（2019） 

令和２

（2020） 

令和３

（2021） 

令和４

（2022） 

令和５

（2023） 

福祉型児童入所

支援 

実利用者数 

（人/年） 
３ ３ ３ ３ ３ ３ 

平均利用者数 

（人/月） 
３ ３ ３ ３ ３ ３ 

※令和２（2020）年度は見込値 

 

（２） 医療型児童入所支援 

   障がい児入所施設又は指定医療機関に入所等をする障がい児に対して、保護、日常生活の

指導及び独立自活に必要な知識技能の付与及び治療を行います。 

   第６期障がい福祉計画の計画値は、第５期障がい福祉計画の実績のまま継続すると見込ん

でいます。（表４-111） 

 

表４-111 医療型児童入所支援の見込量 

 計画期間 実績（第５期） 計画値（第６期） 

年度 
平成 30

（2018） 

平成 31

（2019） 

令和２

（2020） 

令和３

（2021） 

令和４

（2022） 

令和５

（2023） 

医療型児童入所

支援 

実利用者数 

（人/年） 
１ １ １ １ １ １ 

平均利用者数 

（人/月） 
１ １ １ １ １ １ 

※令和２（2020）年度は見込値 

 

  



                    第４章 障がい福祉・障がい児福祉サービス等の見込み 

- 259 - 

 

第
３
編 

障
が
い
者
計
画
・
第
６
期
障
が
い
福
祉
計
画
・
第
２
期
障
が
い
児
福
祉
計
画 

３ 障がい児相談支援 

障がい児通所支援を利用するために、利用計画の作成や一定期間ごとのモニタリング等の

支援を行います。（表４-112） 

 

表４-112 障がい児相談支援の見込量 

 計画期間 実績（第５期） 計画値（第６期） 

年度 
平成 30

（2018） 

平成 31

（2019） 

令和２

（2020） 

令和３

（2021） 

令和４

（2022） 

令和５

（2023） 

障がい児 

相談支援 

実利用者数 

（人/年） 
146 138 152 191 221 243 

平均利用者数 

（人/月） 
37 37 44 47 59 70 

※令和２（2020）年度は見込値 

 

４ 医療的ケア児に対する関連分野の支援を調整するコーディネーターの配置人数 

医療的ケアの必要な障がい児が安心して地域で生活できるよう、医療を含めた様々な分野

について調整できる人材として、コーディネーターを配置します。第６期障がい福祉計画の

計画値は、１人（維持）を見込んでいます。（表４-113） 

 

表４-113 医療的ケア児に対する関連分野の支援を調整するコーディネーターの 

配置人数の見込量 

 計画期間 実績（第５期） 計画値（第６期） 

年度 
平成 30

（2018） 

平成 31

（2019） 

令和２

（2020） 

令和３

（2021） 

令和４

（2022） 

令和５

（2023） 

コーディネーター 
配置人数 

（人） 
０ ０ １ １ １ １ 

※令和２（2020）年度は見込値 

 

 

  

≪第3章 関連項目≫ 

・基本目標1(2)①a 

 （P219） 
・基本目標 2(3)④a 

 （P223） 




